
1　事業の概要

①　成果目標（H28)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

　社会福祉事業の担い手である社会福祉法人が、地域に必要とされる福祉サービスを供給し、また一層の充実を図れるよう、社会福祉法

人による経営労務改善への取組に対し、引き続き支援していく。

目標に対

する成果

の状況

平成28年度内に事業実施による成果を出すことが出来ないとの理由から、１法人交付申請の取り下げがあったため、目標を達成すること

ができなかった。

その他の30法人においては、専門家による確認・助言等に基づき、給与制度の見直しやキャリアアップ体制の構築など、経営労務管理の

改善が図られた。

 概算事業費（B（A）+C） 0 15,161 14,912

3,166 712

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

予

算

額

前年度繰越

14,260

概　算

人件費

0.40 0.09

0

11,995

補正予算 14,260

区　　分（単位：千円） 27年度 28年度28年度28年度28年度

Aの

財源

14,260 14,200

0 0 0

14,200

0

0

補助金

社会福祉法人が経営労務管理の専門家から支援を受

ける場合に、当該支援に係る費用の全部又は一部を

補助する。

0 11,995 14,200

     　　 　　３　　福祉を支えるサービス体制の充実 実施期間 H28 ～

県が関与

する理由

県でなければ実施不可（法令等義務）

【左記の説明、根拠法令等】

生活困窮者就労準備支援事業費等補助金交付要綱等により、県が補助することになっている。

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail kenko-fukushi@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

　　 ６－２　いきいきと安心して暮らせる社会づくり

目指す姿

現状

（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施は困難

人口定着・

確かな暮ら

し実現総

合戦略

信州創生の基本方針

事業番号 05 01 06 事業改善シート （28年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 社会福祉法人経営労務管理改善支援事業社会福祉法人経営労務管理改善支援事業社会福祉法人経営労務管理改善支援事業社会福祉法人経営労務管理改善支援事業
担

当

課

部局 健康福祉部

課・局・室 健康福祉政策課

14,200

　社会福祉法人が、その経営労務管理の状況について、専門家による確認・助言等を受けることにより、社会福祉法人の経営労務管理の

改善を図るとともに、福祉人材の確保の促進を目指す。

　介護や保育等のサービスを安定的かつ継続的に提供するため、社会福祉事業の主要な担い手である社会福祉法人が経営する介護事

業所等の経営管理や職務環境の改善が求められている。

0 14,200

合計（A) 0

-

29年度

0

当初予算

成果目標・

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法

31法人 30法人 未達成

経営労務管理が改善した社会福祉法人数：　31法人　（事業実施希望のあった法人数）

Ｈ28
H29

目標

H27末

目標 成果 達成状況

-

合計 0 11,995

経営労務管理改善法人数

施策展開

成果目標の達成状況

項目 H26末

-

H28事業実績

H28 H29

（当初） （決算） （当初）

社会福法人経営労務管理改

善支援事業


